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序     文  

 

 

日本国政府は、現在改訂作業中の「フィリピン国別援助計画」のなかで「ミンダナ

オの平和と安定」を重点分野 3 本柱の一つとし、特に基礎的生活条件の改善を重点課

題として掲げています。  

 フィリピン国南部のミンダナオ島の西部に位置するミンダナオ自治区では、長く続

く紛争の影響により、肥沃な土地を有しているにもかかわらず、米の平均収穫量が 2.3t

と低く、米を中心として食糧の確保が課題となっており、低収穫の原因としては様々

な要因が挙げられますが、特に農業技術及び知識の不足が課題になっています。  

 かかる状況の下、フィリピン共和国政府からの要請に応えて、独立行政法人国際協

力機構（ JICA）では、2005 年 2 月から 5 年間の予定で「ARMM 地域稲作中心営農改

善プロジェクト」を実施しています。本プロジェクトでは当該分野で長年 JICA が協

力を実施してきたフィリピン稲研究所（フィルライス）に委託し、ARMM 地域の 3,400

の農家を対象に稲作を中心とした各種営農技術の指導を行っています。  

 プロジェクト中間の 2 年半を経過し、今般プロジェクトの活動実績及び実施プロセ

スを確認するとともに、評価 5 項目の観点から評価を行い、プロジェクト後半の活動

計画を協議するため、2007 年 11 月 12 日から 12 月 6 日にわたり、JICA タイ地域支援

事務所金森秀行を団長として中間評価調査団を派遣しました。  

 本報告書は上記調査の結果をとりまとめたものであり、今後の協力実施に当たって

広く関係者に活用されることを願うものです。  

終わりに本調査にご協力とご支援を頂いた関係者各位に心より感謝申し上げると

ともに、引き続きご支援をお願いする次第です。  

 

平成 20 年 2 月  

 

          

独立行政法人国際協力機構  
フィリピン事務所  
所 長  松 田 教 男  
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第１章 評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的  

１－１－１ 経緯  

フィリピン国（以下、フィ国）南部のミンダナオ島の西部に位置するムスリム・ミ

ンダナオ自治地域（Autonomous Region in Muslim Mindanao : ARMM）における米の収

穫量は、フィ国全体の 2.8％の  35 万トンである（BAS、  2002)。米収穫面積は合計約

15 万 ha であるが、1ha あたりの平均収穫量は 2.3 トンであり、フィ国全国平均の 3.2

トン /ha と比べて低い水準にある。  同地域では長引く紛争の影響により農地を放棄し

て避難しなければならない農家が多く存在すること、天水依存型の稲作が中心である

ことに加え、（1）農家が昔ながらの営農手法に依存し、また、農業技術、知識を得る

機会が少ないこと、（2）収穫処理施設の未整備から生産物ロスが多いこと、（3）高

品質の種苗入手が困難であること等が米の生産性が低い原因としてあげられている。  

また、農家における生計向上の視点からは、米以外の換金作物の生産、家庭菜園で

の自己消費用食糧の確保が必要とされている。Agricultural Technologist（AT）が農家

への技術指導の役割を担っているが、治安問題・普及活動予算の不足により活動が制

約されている上、普及員自身の営農改善技術・知識の不足により、農家のニーズにあ

った活動を展開できていないのが実状である。  

我が国は、フィ国における稲作研究の中心機関であるフィリピン稲作研究所（以下、

フィルライス）に対し、1991年の研究施設建設に始まり、プロジェクト方式技術協力

「フィリピン稲研究所計画」（1992年から5年間）、「高生産性稲作技術研究計画」（1997

年から5年間）を実施してきた。これら協力の結果、フィ国の稲作分野における研究開

発能力は飛躍的に向上し、更に支所を中心に地域の農業立地条件に合致した稲作技術

の開発を行っている。さらに、フィルライスにおける支所強化の流れを受け、現在、

2004年から5年間の予定で技術協力プロジェクト「高生産性稲作技術の地域展開計画プ

ロジェクト」（以下、TCP3）により、地域に適応した技術の開発及び普及支援を行っ

ている。  

ARMM地域ではフィルライス・ミッドサヤプ支所を中心に基本的な稲作中心営農に

ついて技術移転を実施している。 JICAでも、ARMM自治区の営農技術改善を目的に、

フィ国政府より、本件技術協力プロジェクトの要請を受け、2004年12月にR/D（Record 

of Discussion）を署名・交換し、2005年2月から5年間のプロジェクトが開始した。  

本技術協力プロジェクトの特殊性はカウンターパート（以下、C/P）への技術移転

ではなく、上述のプロジェクトでの技術移転を通じて発展したフィルライスの技術力

と管理能力を用いて、30年以上続く紛争の影響で貧困な状況にある農家の生活改善に

対する「即時効果」（Quick Impact）を目指した点にある。そのため、対象農家数は3,450

戸とTCP3の257戸に比較して格段に大きい数になっている。  

本件プロジェクトはARMM自治区の多くの地域が渡航制限地域となっており、日本

人専門家の活動が制限されるため、現地国内研修と同様、フィルライスとの間で研修

委託契約を締結し、事業を実施している。よって、本技術協力プロジェクトは長期専
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門家も短期派遣専門家も派遣されていない。JICAフィリピン事務所が実施を管理して

いるが、その技術及びモニタリング面を支援するため、今年2月にアジア地域支援事務

所の広域企画調査員（農業・農村担当）が本プロジェクトの活動を調査した。  

 

１－１－２ 調査の目的  

2005年2月のプロジェクト開始からプロジェクト中間の2年半以上経つことから、

中間評価を行うことになった。その目的は、以下のとおりである。  

1) プロジェクト開始からこれまでの実績と実施プロセスを確認し、本プロジェク

トのアプローチを日本国・フィ国側双方で確認する。  

2）1）に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展  

性）の観点から評価する。  

3) プロジェクト後半の活動計画について協議し、必要な助言を行い、計画の修正   

 を行う。  

4) 円滑なプロジェクト運営のために取るべき措置について協議し、調査結果とと  

  もに日本国・フィ国両国政府及び関係機関に報告・提言する。  

 

１－２ 対象プロジェクトの概要 

１－２－１ 協力の枠組み  

（1）協力期間：2005 年 2 月 2 日～2010 年 2 月 1 日（5 年間）  

（2）実施機関：農業省フィリピン稲作研究所（フィルライス）  

    協力機関：ARMM農業水産省（DAF-ARMM）、ARMM農業水産省地域総合農業  

         研究センター（ARMMIARC）、南ミンダナオ大学（USM）、ミンダ

ナオ国立大学（MSU）  

（3）プロジェクト対象地域：ARMM自治区6州1市  

（4）  ターゲットグループ：対象地域における農家（3,450戸）、AT 

 

１－２－２ プロジェクト設計  

（1) 上位目標：農家における生活水準の向上  

（2) プロジェクト目標：農家の営農方法の改善  

（3) 成果  

成果1 農家が営農技術向上に必要な知識を習得する  

成果2  対象農家への継続指導が実施される  

（4) 活動：和文と英文PDMで若干異なっている  

 1-1 農業普及員への技術研修実施  

最新の稲作技術／野菜／穀物／畜産技術指導、普及技術指導、実地訓練 

手法等  

1-2  農家を対象とした研修実施  

圃場訪問指導・家庭菜園への支援  

（要望に応じた各農家への技術指導、種子安定供給のための組合運営・回転  

資金の運営管理手法等を継続指導する。）  
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2-1 圃場訪問指導・家庭菜園への支援  

 

１－２－３プロジェクト実施体制  

表 1 に運営体制を示す。  

 

表 1 プロジェクト運営体制  

 PhilRice Executive Director 

プロジェクト全体の方向性の決定及び運営指導  

Project Director 

 

The Branch Manager、PhilRice Midsayap Branch Station 

プロジェクトの日常の管理及び実施  

Co-Project Director との共同実施  

Co-Project Director. 

 

Director for Field Operation、DAF-ARMM 

Director との共同実施  

 

    フィルライス本所が全体計画及び総合調整を行い、協力機関を支援しながら実施

している。また、フィールドレベルにはフィルライス本所が雇用したアシスタント

が、AF-ARMMの下にあるProvincial Agricultural Officer（APO）と連携しつつ、FFS 

（Farmers’ Field School） /Palayamanan（総合農業研修場）の建設、ATによるFarmers 

Trainingの管理・モニタリングを行っている。DAF-ARMMはフィルライスとともに

LGUとの総合調整を行うことになっているが、実質的にはフィルライスの技術・運

営支援の対象となっている。  

 

  表2 関係機関の役割分担  

 普及員研修  種子の供給  

フィルライス・ミッ

ドサヤプ支所  

実施管理及び実施（稲作） 稲籾全量（但し、フィル

ライスは試験用であるた

め市場より購入）  

南ミンダナオ大学  

（USM）  

実施（野菜・畜産）  

研修実施場所  

USM が必要量の約60％

～70％、ARMMIARC が

30％～40％を供給。  

（但し、多くは市場より

購入）  

ミンダナオ国立大学  

（MSU) 

研修を一度実施したのみ

（現在は活動停止）  

一度は種苗所を造成した

ものの、継続せず  

 

１－３ 調査団の構成と調査期間 

１－３－１ 調査団の構成  

（１）調査団員  

日本国側、フィ国側双方からなる合同評価団を組織し、評価 5 項目に沿って、  
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当該プロジェクトの評価を行う。  

 

1）日本国側評価団員  

金森 秀行【総括】 JICA 国際協力専門員 /アジア地域支援事務所  

広域企画調査員（農業・農村開発）  

十津川 淳【評価分析】佐野総合企画株式会社 主任研究員  

鹿野  綾【評価計画】 JICA フィリピン事務所企画調査員（ミンダナオ支援） 

 

２）フ国側評価団員  

島嶼部：Mr. Edumund Jaramillo Sana, Presidential Assistant for Coconut Concerns 

 with the rank of Undersecretary 

   内陸部：Prof. Clarita Pagaduan Aganon, Director and Professor, Ramon Magsaysay 

Center for Agricultural Resource and Environment Studies（RM-CARES）  

 

（２）日本国側団員業務分担  

【総括】  

 調査団を代表するとともに、調査の総括責任者として調査のとりまとめを

行い、業務の円滑な推進を図る。  

 本調査の目的、調査範囲等について、調査団を代表して相手国関係者に説
明するとともに、各種会議及び合同評価委員会においては、調査団を代表

して説明・協議を行う。  

 プロジェクト開始から現時点までのプロジェクトの実施状況について、総
合的見地から調査・評価し、相手国関係者との協議の上、その結果を合同

評価報告書にまとめる。  

 評価結果を踏まえ、プロジェクト成果の持続的発展のために先方政府が取
るべき措置について提言する。  

 評価結果について、他の団員と協力して合同調整委員会にて報告する。  

 帰国後、調査結果をとりまとめ、概要を報告するとともに同調査報告書を
作成する。  

【評価分析】  

 既存の文献・報告書等関連資料・情報をレビューし、プロジェクトの実績、
実施プロセスを整理・分析する。また、合同評価に先立ち、フィ国を訪問

し、プロジェクトの実績・成果に係る情報・データ収集を行い、整理・分

析する。  

 本件では、プロジェクト側作成資料はフィ国側実施機関のみで作成される

ため、国内準備期間・現地調査期間において、作成状況を確認し、作成を

支援する。  

 文献調査及び協議で得られた結果を総合的に判断し、他団員と共に評価 5

項目の観点から評価を行い、今後の方向性をとりまとめる。  

 上記調査結果を踏まえて、相手国関係者と協議の上、合同評価報告書を作
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成する。  

 評価結果について、他の団員と協力して合同調整委員会にて報告する。  

 帰国後、調査結果をとりまとめ、同調査報告書作成を支援する。  

 

【計画管理】  

 評価全体の整理・分析を行った上で、相手国関係者と協議の上、合同評価

報告書に取りまとめる。  

 調査及び協議を円滑に実施するため、各団員の業務を調整する。  

 評価結果について、他の団員と協力して合同調整委員会にて報告する。  

 調査結果を取りまとめて概要を報告するとともに、他の団員と協力して同
調査報告書を作成する。  

 

１－３－２ 調査期間  

2007 年 11 月 12 日～12 月 6 日。詳細は、添付資料 1「調査日程」参照。  

 

１－３－３ 主な面会者  

日本国大使館  

伊藤 光弘  一等書記官  

 
Philippine Rice Research Institute  

Dr. Leocadio S. Sebastian Executive Director  

Dr. Madonna Casimero Deputy Executive Director 

Mr. Rizal G. Corales Palayamanan Officer 

Engr. Leo C. Javier Program Leader, Knowledge and Management Program 

Mr. Ruben B. Miranda    Head of Technical Management & Service Section （TCP3） 

Mr. Teodora L. Briones Project Secretariat 

 
Philippine Rice Research Institute（Midsayap Branch）  

Dr. Rodolfo S. Escabarte, Jr.  Acting Station Manager 

Mr. Alberto J. Pajarito Technology Promotion 

Mr. Sailila E. Abdula Plant Breeder   

   

DAF-ARMM 

Mr. Datu Haron U, Bandila  Assistant Secretary 

Mr. Daud K. Lagasi      R&D Director/Acting Provincial Agricultural Officer(PAO)  

  for Maguindanao 

ARMMIARC 

     Mr. Siya B. Belongan  Managaer 

 

USM 

Mr. Edwin G. Hondrade   Professor VI 
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Ms. Rosa FE D. Hondrade   Professor VI 

 

Philippine Rice Research Institute 

（「稲作技術の地域展開計画プロジェクト」 JICA 専門家）  

椛木 信幸  実証 /普及  

小林 俊孝  業務調整  

 

JICA フィリピン事務所  
松田 教男  所長  
北林 春美  次長  
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第２章 評価の方法 

 
２－１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

 本中間評価調査にあたっては下表のとおりの評価設問を設定した。評価設問として

は一般的な評価グリッドの項目を基礎としているが、特に、本プロジェクトの場合は

フィルライスへの委託形態を採用している特殊性に鑑み、フィルライスの C/P 機関 /

プロジェクト実施機関としての適切性について着目した評価設問を追加的に設定して

いる。  

 

 表 3 は、評価設問及び必要データを示す評価グリッドからの抜粋である。なお、本

評価設問をベースとした評価内容が評価グリッドとして添付資料にまとめられている。 

 

表 3：評価グリッド（抜粋）  

□ CP専門性、配置人数、配置タイミング、プロジェクト参加期間

□ 今後のCPのプロジェクト活動への専従性（他業務との兼職等による非効率性の有無）

□

□

□

□

□
その他　投入の有無 □ その他プロジェクトの関係確認（効率性・補完関係の有無確認）

プロジェクト目標および成果 □

□ "Impact survey"2007年実施の結果から実績および理由等の背景情報を確認

□ コメおよび野菜にかかる指導技術の習得数の確認

□ Impact survey2007年実施の結果から実績および理由等の背景情報を確認

□ 家庭菜園の保有者数の確認

フィリピン国ニーズ □ ARMM自治区政府の政策・開発計画との整合性

□ プロジェクト開始当初から現在に至るまでの農民のニーズ・現状

□ プロジェクト開始当初から現在に至るまでのATのニーズ・技術力・トレーニングの現状

日本援助政策との整合性 □ 援助計画との整合性

日本の技術の優位性 □ 日本の技術優位性・経験の活用度

CPの妥当性 □ PhilRiceの活動実績について他組織からの聞き取りも含め情報収集

上位目標達成見通し □ 対象農民の収入変化についてImpact Surveyなどから確認

□

□

□

□

□

□

□

□ ARMM自治区政府の農業開発計画・農業技術普及促進への取り組み見通し

□

□

□

□

□

□
財政面 □
社会経済・環境面 □ 妥当性およびインパクトの項と同様

組織面
プロジェクト関係者の業務継続の可能性

適性なマンパワーの存否および人員増員の可能性

予算実績の確認（過去5年間）および今後の見通し

財政面 (例：AT活動費の増加の有無など）

自立発展性

政策面
ARMM自治区政府の政策・開発計画の見通し

技術面

農民のこれまでの指導技術にかかる受容性確認

ATの技術力診断および聞き取りによる自己診断

スペアパーツおよび消耗品確保にかかる困難度

ATおよび農民に対する継続的な技術支援者・組織の存在

妥当性

ターゲットグループのニーズ

インパクト 予期しうる・既に生じたインパクト

政策面 (例：ARMM政策、新規プロジェクトへの影響など）

技術面

環境面

社会面（例：平和構築への関与、反政府兵士の帰農の有無など）

組織面（例：ARMM農業省もしくは関連組織において本プロジェクトの実施を受けて新設された部署、人員の強化の有無など） 

有効性（達成見
込み）

指標の観点からの実績確認および---1) 指標の適切性確認, 2) データ入手の困難性確認

成果1．農民が営農技術向上に必要な
知識を習得する

成果2．対象農家への継続指導が実施
される

ローカルコスト負担の現状
ローカルコスト負担額の現状および支出タイミングの確認

パラヤマナンおよびFFSの土地獲得状況、設置状況の確認

その他プロジェクト・スキームなど

効率性

投入（人的：フィリピン側） カウンターパート（CP)の配置・活動実

投入（物的：日本側） 供与コスト、資機材の利用実績

資機材の利用状況

供与資機材の仕様、量、供与タイミング、スペアパーツ確保の困難性など確認

維持管理規則等の作成・遵守状況の確認

投入（物的：フィリピン側）

評価大項目 評価小項目 評価設問および評価指標の測定に必要なデータ

 
 

２－２ データ収集・分析方法 

ARMM 自治区への日本人渡航制限地域が設けられている現状から、本中間評価では

フィ国側評価団が主に現地調査を担当することとした。一方、日本国側評価団はフィ

ルライス本所・ミッドサヤプ支所作成資料の確認、分析及びフィルライスをはじめと

した DAF-ARMM、USM 等の各種関係機関への聞き取り調査に注力した。以上の役割

分担を通して、双方の評価団が収集した情報・データを分析し、総合的な観点からの
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合同評価を実施した。  

 

表 4：合同評価調査団における調査業務役割  

 データ収集  関係機関  

聞き取り調査  

農家聞き取り調査  

日本国側  

評価団  

カウンターパート

全機関  

（特に、フィルライ

ス本所及びミッド

サヤプ支所）  

全組織  

（MSU を除く）  

マギンダナオ州、シャリ

フ・カブンスアン州*1 

フィ国側  

評価団  

－  同上  上記 2 州及びラナオ・デ

ル・スール州、バシラン

州、スルー州、タウィタ

ウィ州の計 6 州*2 

注 1：マギンダナオ州は同州とシャリフ・カブンスアン州に二分されている。  

注 2：2 名から構成されるフィ国側評価団はミンダナオ本島の 3 州と島嶼部 3 州を各々が担当した。またフィ

国側評価団は日本国側評価団が作成した質問票をベースとして、農家及び AT に対する聞き取り調査を

実施した。  

 

２－３ 評価調査の制約・限界 

 本中間評価における「有効性」に関連した PDM 指標データは、全て 2007 年 7 月か

ら 9 月にかけてフィルライスが実施した Impact Survey の結果を採用することとした。

また、「インパクト」発現の詳細として、収入向上、米生産性の向上といった数値デー

タも同 Survey の結果に依拠している。  

本来であれば、これらデータは研修参加前のベースライン調査と研修参加後の事後

調査（今般実施の Impact Survey 等）との比較において検証されるべきものである。し

かしながら、これまでベースライン調査は 2006 年時の調査のみが分析されたに過ぎず

（2005 年も調査は実施されたが、データが不正確であるため分析は断念された）、比

較できる対象農民数に限界があり、今般調査においては有効活用ができなかった。  

また、同時にベースライン調査と Impact Survey との間では質問 /調査項目が一部で

異なっており、両者間の比較検証が一部困難であったことも、有効なデータとして利

用できなかった一因として指摘される。  

以上の状況から、本中間評価調査にかかる指標データは Impact Survey に依拠するこ

ととなった 1。  

 

２－３－１ Impact Survey の概要  

  今般、フィルライスによって実施された Impact Survey は、2005 年及び 2006 年の  

 研修参加農家を対象としており、そのうちコメ研修については 868 農家（全 1,617

                                                        
1

 但し、本 PDM の指標では母集団を 3,450 農家と捉えており、州別もしくはそれ以上の細分化したサブグル
ープによる集団の分析を考慮していない。そのため、 Impact Survey の標本数自体は統計的には有意とみなす
ことが出来る。  
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農家のうちの 54％）、野菜研修については 1,081 農家（全 1,678 農家のうちの 64％）

の参加農家について調査を実施した 2。  

  なお、Impact Survey の母集団のプロファイルは表 5 のとおりである。また、参照

として、 Impact Survey と 2006 年実施のベースライン調査の母集団プロファイル比

較を添付している 3（添付資料 3 収集資料 2 Profile Form 2006 Compare Rice 参照）。  

 

表 5： Impact Survey 調査対象プロファイル  
稲作研修：868 人  野菜研修：1,081 人   
人数  ％  人数  ％  

男  774 89% 910 84%性別 
女  94 11% 171 16%
40 歳以下  473 54% 599 55%
41 歳～60 歳  355 41% 424 39%年齢 
61 歳以上  40 5% 58 5%
6 年以下  551 63% 676 63%
7 年～10 年  221 25% 290 27%学歴 

(通学年数） 
11 年以上  96 11% 115 11%
15 年以下  503 58% 734 68%
16 年～30 年  270 31% 291 27%農業経験 
31 年以上  88 10% 56 5%
1Ha 以下  518 71% 1,047 97%
1.1～3Ha 177 24% 30 3%農地面積 

合計 
3.1Ha 以上  35 5% 4 0%
1Ha 以下  147 70% 686 96%
1.1～3Ha 52 25% 22 3%陸稲 
3.1Ha 以上  10 0% 3 0%
1Ha 以下  252 83% 242 98%
1.1～3Ha 32 11% 5 2%灌漑地 
3.1Ha 以上  18 6% 1 0%
1Ha 以下  119 54% 119 98%
1.1～3Ha 93 42% 3 2%天水地 
3.1Ha 以上  7 3% 0 0%
自己農地  508 59% 941 87%
共同所有  235 27% 93 9%
借地  118 14% 34 3%
抵当  4 0% 8 1%

土地所有 
形態* 

その他  1 0% 5 0%
5 人以下  391 45% 487 45%
6 人～10 人  424 49% 529 49%家族構成数 
11 人以上  53 6% 65 6%

注：土地所有形態について、野菜研修は家庭菜園の場所についての土地所有を回答しているケースが多い。

そのため野菜研修は自己農地との回答が多いものと推察される。  

 

２－３－２ Impact Survey の課題  

  他方、今般の Impact Survey においては、①質問項目が多すぎる、②質問方法がコ

メと野菜で異なる（例：コメでは「学んだ技術は何か」を複数回答可としているの

に対して、野菜では上位 3 つまでとしている等）、③質問の意図が明確に伝達して

いない（例：土地所有形態の質問の際に、どの土地の所有形態を尋ねているのかが

                                                        
2  Impact  Survey はフィルライス・ミッドサヤプ支所の嘱託職員 2 名が中心となって調査計画、集計、分析を
行なった。現場では AT などを主体として対面式の質問票調査によってデータ収集を行なった。  
3 両調査における母集団の特性を比較すると、わずかではあるが Impact Survey の対象農家のほうが「比較的
若く」、「家族構成者数が多い」。また「農業を開始してからの年数がやや少なく」、「地主農家がやや多い」点

が挙げられる。  
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不明確あるいは農家によっては、複数の農地を様々な形態で所有・使用しているこ

とも多いため、必ずしも回答が実態を反映していない可能性が指摘される）、と言

った例が見られた。  

また、同時に上記質問項目数が大量であった問題に起因して、分析についても多

くの時間がかけられており、結果的に報告書の完成が必要なタイミングに間に合わ

ないこととなった。  

  以上のことから、今後は上記の 3 点を含め、全般的な調査内容・項目の再検討を

行なうことが求められる（詳細は、後述第 6 章「提言」参照）。  
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第３章 プロジェクトの実績 

 
３－１ 投入実績、アウトプットの実績 

３－１－１ 投入実績  

  本プロジェクトにおいては、主に下表のとおりの投入が行われている（具体的な

供与資機材リストについては、付属資料 2 参照）。  

 

表 6：投入実績  

 投入項目  投入内容  備考  

日本人  

専門家  

 

 本プロジェクトにおいて
は日本人長期・短期専門

家の投入は行われていな

い。  

 

資機材  

 

 Palayamanan（総合農業研

修場）及び FFS の造成に

必要な資機材一式  

 普及活動及び研修に必要

な資機材  

 モニタリング活動に必要
な資機材  

 種苗畑造成にかかる資機

材  

 供与資機材はデモファーム

である Palayamanan及び FFS

の円滑な運営・指導に供す

る目的で、必要かつ最小限

に選定された資機材を中心

としている。  

 また、種苗畑造成及び運営

にかかる一般的な資機材の

一式を供与している。  

 資機材供与先はフィルライ

ス・ミッドサヤプ支所を中

心としながら、DAF-ARMM

の州事務所にも配布されて

いる。  

訓練費用   訓 練 一 式 に か か る 費 用

（ AT 等への研修活動費

用、農家研修を実施する

に当たり必要な AT の交

通費等を含む）  

 

造成・運営

費用  

 Palayamanan、FFS の造成

にかかる費用を日本側よ

り供与している  

 種苗畑造成・拡張にかか
る費用  

 Palayamanan 1 箇所あたり約

15 万ペソ（約 40 万円）  

日本国側  

その他   パンフレット作成   
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 広報活動費用  

フィ国側   フィ国側の投入はカウンターパートの配置、Palayamanan、

FFS の土地取得及び事業実施にかかるローカルコストの負

担となっている。  

 

 以上の投入内容に即した日本国側のコスト負担は、表 7 のとおりである。  

 

表 7：日本国側のコスト負担（ペソ）：会計年度別  

 2004 2005 2006 2007 合計  

総計  6,940,558 

(6,542,413.24)1  

19,671,725

(19,721,169)2

11,517,324(.14) 13,462,3353  

(9,423,634) 

47,553,241

 う ち 資

機材  

4,777,700 

(4,170,000)  2 

6,555,577

(6,607,027)  2

0 0 11,333,277

注 1： 2004 年度は精算時には前払い金で精算し、 2005 年度に戻入（ 396,140.76 ペソ）を行ったため、フィル
ライス側提供データと差異がある。括弧内が 2004 年度予算としての最終実績。  

注 2：フィルライスと JICA の会計分類の違いで実績に差がある。（  ）内は JICA 実績。  
注 3： 2007 年度の数値は契約金額。精算後に増減する可能性あり。括弧内は調査時点での支払い済み金額。  
出所：フィルライス資料  

 

３－１－２ アウトプットの実績  

 本プロジェクトにおける成果は、下記のとおり成果指標の達成に向けて順調に進捗

している。  

成果：  

１．「農民が営農技術向上に必要な知識を習得する」  

（指標）1.  Palayamanan、FFS により研修を受けた農家 3,450 戸が米を中心としたよ  

り生産性の高い営農技術を習得する。  

 

 本成果の指標が示す「習得する」の意は、本来はベースライン調査や研修前後で実

施すべき理解度テストなどによって検証されるべきものであるが、これまで農家に対

するテストは検討こそされているものの実施されていない。未施行の原因としては、

フィルライス側の実施体制及び計画の遅延とともに、農家側の読み書き能力の問題な

どが挙げられる。  

 以上のデータ不足の状況に鑑み、本中間評価調査では研修に参加した事実を以って

「習得した」ものと定義することとした。以上の定義に即した場合、成果 1 はこれま

で順調に進捗しているものと判断できる。  

 

 表 8 は、Palayamanan 及び FFS において米（稲作）と野菜の研修に参加した農家数

である。基本的には米と野菜の両研修において、同一人物が研修を受けることとなっ

ているが、実際には同家庭において稲作研修に男性、野菜研修に女性が参加する例な

ども多く散見されている（そのため若干、米と野菜で参加人数が異なる）。  

 2007 年 11 月現在、農作業時期の関係から米の研修は既に終了しているが、野菜研
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修はなお実施中である。3,450 戸をターゲットとしている観点からは、稲作研修の場

合、既に約 70％の進捗を見せている。  

 

表 8：研修参加人数（稲作）  

 2005 2006 2007 2008* 2009* 計  07年11月
現在実績

マギンダナオ  280 287 357 225 175 1075 924 

ラナオデルスール  210 248 244 175 175 875 702 

バシラン  102 117 93 100 100 500 312 

スルー  122 123 117 100 100 500 362 

タウィタウィ  128 - 120 100 100 500 248 

計  842 775 931 700 650 3,450 2,548 

注： 2008、 2009年は計画数  

出所： Impact Survey 2007 

 
 
表9：研修参加人数（野菜）  

 2005 2006 2007 2008* 2009* 計  07年11月
現在実績

マギンダナオ  308 287 60 225 175 1,075 655 

ラナオデルスール  271 244 実施中 175 175 875 515 

バシラン  88 117 実施中 100 100 500 205 

スルー  112 123 実施中 100 100 500 235 

タウィタウィ  128 - 実施中 100 100 500 128 

計  907 771 実施中 700 650 3,450 1,738 

注： 2008、 2009年は計画数  

出所： Impact Survey 2007 

 

２．「対象農家への継続指導が実施される」  

（指標）1. 3,450 戸の農家が自身の農地で Bahay Kubo（家庭菜園）を実践する。  

 

 成果 2 は、指標の観点からは順調に進捗していると判断される。  

 フィルライスが実施した Impact Survey の結果において、全ての研修参加農家が自身

の農地に家庭菜園を設けていることが判明している。また、研修参加前には家庭菜園

を持っていなかったものの、研修を通して家庭菜園を小規模ながらも造成したとする

例が多く見られており、多くの農家で家庭菜園が実践されているものと考えられる。  

なお、本中間評価調査においては成果内容を更に適切に反映させるべく、現行指標

の見直しを行なった。今後、本成果については「AT による定期的モニタリング及び現

場での研修実施」を指標とすることとした。  

 

３－２ プロジェクト目標の達成度 

 
プロジェクト目標：対象農家の営農方法が改善される  
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（指標）1. 対象農家のうち 75%以上の農家が研修を通じた新しい営農方法を導入する  

 

プロジェクト目標の指標の観点からは、本プロジェクト目標は順調に進捗している。 

表 10 はフィルライスが実施した Impact Survey の結果である。これまでのところ、コ

メについては指導が行われた 8 種類の農業技術のうち、「一つの農業技術も導入してい

ない」と回答した農家は、ラナオ・デル・スール州の一人のみであった。表 10 最下段

の累計値からも明かなとおり、一つ以上の技術を採用している農家はほぼ 100％であ

る。  

表 10：農業技術の導入数による人数分布（米）  

導入した農業
技術数／州  

0 1 2 3 4 5 6 7 8 計  

マギンダナオ  0 1 3 2 5 10 39 90 275 425 

ラナオデル  
ス－ル  

1 7 0 3 5 35 72 109 9 241 

バシラン  0 8 0 0 3 4 10 17 26 68 

スルー  0 3 2 14 22 21 23 0 28 113 

タウィタウィ  0 1 0 6 7 6 1 0 0 21 

合計（人数）  1 20 5 25 42 76 145 216 338 868 

合計（％）  0.1% 2% 1% 3% 5% 8% 17% 25% 39% 100% 

累計 (％ ) 0.1% 2% 3％ 6％ 11

％  

19

％  

36

％  

61

％  

100% - 

注：％数値の切り上げ /切捨ては調整を行なっている  

出所： Impact Survey 2007 

 

 野菜の研修についても同様の状況であり、100％の農家が一つ以上の農業技術を導入

している 4。  

表 11：農業技術の導入数による人数分布（野菜）  

導入した農業技術数／州  0 1 2 3 4 

マギンダナオ  0 26 186 324 536 

ラナオデルスール  0 13 60 188 261 

バシラン  0 6 22 60 88 

スルー  0 15 41 71 127 

タウィタウィ  0 3 11 55 69 

合計（人数）  0 63 320 698 1,081 

合計（％）  0% 6% 30% 64% 100% 

累計 (％ ) 0％  6% 36％  100％ －  

出所： Impact Survey 2007 

                                                        
4 フィルライス実施の Impact Survey において、導入技術の有無について米と野菜で異なる質問形態を取って
いる。米については、「研修で指導を受けた技術のうち、自身の農地で導入した技術はどれか」複数回答を可

として質問しているのに対して、野菜については「研修で指導を受けた技術のうち、気に入り、且つ実施し

ている技術のベスト 3 を挙げよ」と質問を行なっている。そのため、野菜に関しては実際に米同様に複数の
技術内容（大別して 5 種類）が指導されているものの、本調査結果からは最大 3 つまでの回答しか得られて
いない。  
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 中間評価時点においては、研修参加農家は種子を無料で供与されるなど、技術の継

続に当たって比較的厚い支援を受けてきた。ただし、今後は種子をはじめとした物資

面でのサポートを基本的に得られなくなることや、農家自身の経済的情勢などを考慮

すると、技術導入を継続しうる農家数は一定程度減少することも想定されることをあ

わせて付記する。  

 

３－３ 実施プロセスにおける特記事項 

３－３－１ ムスリム・ミンダナオ自治区（ARMM）の特異性と本プロジェクトの

特殊性  

 一般に、ミンダナオ地域はムスリム・ミンダナオ地区を中心に、30 年以上続く紛争

の影響を受け、貧困層の割合が高い州を多く含んでいる。そのなかでも紛争の影響を

直接受けた ARMM には農家層が多く、その主な収入源である農業技術はミンダナオ

の他の地域と比較して低く、農業普及の面からは無に近い状況とも言える。そのため、

本自治区への協力視点からの第 1 の特異性として、長年の紛争の影響で疲弊した農家

の生計を一刻も早く改善する「Quick Impact」が求められている点があげられる。第 2

の特異性としては、通常の技術協力では C/P 機関となるべき ARMM の行政能力が非

常に低い点が挙げられる。そのため、WFP を除く他のドナーはフィリピン NGO 及び

コンサルタントに実施を委託している状況である。よって、ARMM に属する AT は、

技術面だけでなく組織面の脆弱性が予想される。第 3 の特異性は、多くの地域が渡航

制限地域であるために日本人専門家の派遣が難しい点である。長期専門家は派遣でき

ず、短期派遣も地域的にも期間的にも制限がある。  

 これらの特殊性をもつ ARMM への技術協力プロジェクトとして実施されている本

プロジェクトは、通常の技術協力プロジェクトと比較して次のように特殊な面を持つ。 

①農家への Quick Impact に重点がある：  

 通常の技術協力プロジェクトの重点は、C/P への「技術移転」（Technology Transfer）

にある。農家との関係では、技術移転で強化された C/P が AT を訓練して、その普

及員が農家の技術向上を行うので、技術移転のターゲットは C/P と AT である。  

しかし、本プロジェクトでは、ターゲットは長年の紛争で疲弊した農家にある。

すなわち、できるだけ多くの農家に AT を通じて技術を伝え、そのうち一つの技術

でも農家に採用されて増収・増益ができることをねらっている。いわば、技術移転

ではなく「技術散布」（Technology Spread-out）に重点がある。そのため、対象農家

数は 3,450 と非常に大きい。ちなみにフィルライスで実施中の TCP3 は、通常の技

術協力プロジェクトであるために対象農家数は 257 戸（25 partner farmers と 232 

participating farmers）と、本プロジェクトよりも一桁少ない。  

②日本人専門家なしにフィルライスとの研修委託契約で実施している：  

本件に対しては日本人専門家を派遣していない。1992 年以来 3 フェーズにわたっ

て実施してきた技術協力プロジェクトを通じて強化されたフィルライスの技術と

JICA との信頼関係及びその組織調整能力を活用して、フィルライスにすべての計

画・総合調整・実施を委ねている。  
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３－３－２ 技術協力の成果  

 表 12 に 2006 年までの研修受講農家を対象に実施した Impact Survey 結果から、農

家の技術状況と研修効果及び成果を示すデータを要約する。同表は次のように大き

な成果があることを示している。  

①農家の稲作収量が 10％～20％増加した（表の Item-3, 6, 9 参照）。  

②野菜自給率が 47％から 99％に向上した（表の Item-14, 15 参照）。  

③農家収入が 47％増えた (表の Item-20 参照）。  

 

表 12 農家の技術状況と研修効果及び成果を示すデータ要約  

Maguindanao Lanao del Sur Basilan Sulu Tawi-Tawi
1 Technology adoption * 82 73 100 60 83 80
2 Yield before FFS (t/ha) 2.2 1.7 1.5 1.1 1.1 1.5
3 Yield increase after FFS(%) 11 3 22 17 -5 10
4 Technology adoption* 95 90 81 97 - 91
5 Yield before FFS (t/ha) 3.0 2.4 2.4 2.1 - 2.5
6 Yield increase after FFS(%) 17 17 -4 29 - 15
7 Technology adoption * 97 92 82 100 - 93
8 Yield before FFS (t/ha) 3.2 2.8 2.3 0.8 - 2.3
9 Yield increase after FFS(%) 9 18 13 38 - 20

10 Major vegetables

Eggplant
(66%)

Eggplant (48%) String beans
(72%)

Eggplant
(77%)

String
beans
(64%),
Eggplant

-

11 Most practiced technology
Trellising/sta
king (56%)

Trellising/stak
ing (50%)

IPM (44%) Trellising/sta
king (50%)

Trellising/st
aking (74%)

-

12 Least preferred technology

Plastic mulch
(21%)

Plastic mulch
(36%)

Seed sowing
(5%)

Weeding (4%) Use of
inorganic
fertilizer
(50%)

-

13 Reason of the least - Expensive -
14 Sufficiency before FFS (%) 31 20 48 74 62 47
15 Vegetable sufficiency (%) 98 99 100 100 100 99

16
Average income from
vegetables (PhR)

4360 8203 9088 2642 10334 6925

17 Income before FFS (PhR) 44259 22451 30996 48107 32286 35620
18 Income after FFS (PhR) 67596 37595 45030 64310 43176 51541
19 Income increase 23337 15144 14034 16202 10890 15921
20 Increase ratio (%) 53 67 45 34 34 47

21

Expenditure from extra
income

Farming
(23%), Food
(17%)

Clothing (28%) Saving (29%),
Food (24%)

Food (28%),
Clothing
(23%)

Clothing
(26%),
Assets
(25%)

-

22
Farming expenditure from
extra income (%)

28 9 6 11 12 13

Note: *Only quick adapters' data are shown. Including slow adapters, almost 100% of trained farmers have adapted at least
on technology.

Upland rice

Expensive and No available in market

Income

Rainfed
lowland rice

Irrigated
lowland rice

Vegetables

Item
No

Average
Province

Effective item
Crop &
Income

 

 これまで研修受講した稲作研修参加農家 2,548 戸と野菜研修農家 1,738 戸（多くは

同じ農家が両方を受講している）に上述の成果がもたらされていると推察されること

から、成果は大きいといえる。このような成果があった理由として次のことが考えら

れる。  
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①農家の既存の技術力が低かったために研修効率が高かった：  

表 12 の Item-8 が示すように、灌漑水田でさえ平均 2t/ha の収量しかなかったこ  

  とから、農家に、Certified seeds の存在と使い方を示すだけでも効果があったと推

定される。また、野菜では、同表の Item-11 の 4 州のデータが示すように、

Trellising/staking という簡単な技術の採用で大きな野菜自給率向上と収入増加  

（ Item-16 参照）が実現されたことは、情報のなかった農家に技術がもたらされた

ことの効果が大きかったことを示す。  

②過去に農家研修がほとんど実施されていなかった：  

2006 年のベースライン調査によると、16％の農家だけが過去に研修を受講した  

経験があった。すなわち 84％の農家には研修が実施されていなかった。  

③研修方法が適切であった：  

方言で記述した普及教材の配布と研修内容をラジオ放送することが効果的であ  

った。事実、フィ国側評価者の聞き取りでは、情報源として多くの農家がラジオ  

をあげた。  

④普及員の数が十分であった：  

本プロジェクト対象地区における普及システムは Training & Visit（T&V）であ

る。文献（U Tin Hlaing and U Tin Maung, October 2004: Agricultural Research, 

Extension and Rural Development in Myanmar, pp. 1-32, Myanmar Academy of 

Agricultural Forestry, Livestock and Fishery Sciences）によれば、同システムが有効

なのは普及員 1 人当たりの担当農家数が 500 戸以下である。それに対して、本プ

ロジェクト対象地区における AT 1 人当たりの普及対象者数は 200～400 農家と推

定されている。よって、T&V システムが有効に作用する規模の普及員数が確保さ

れていることが、上記の成果をもたらした理由の一つと考えられる。事実、フィ

国側評価者の聞き取りで、情報源として多くの農家が普及員をあげた。  

⑤フィルライスに技術的・管理的能力があった：  

フィルライスに基礎となる稲作技術が確立していることは、過去の JICA の技術

協力の成果である。また、管理能力があることは、現在の所長の能力とスタッフ

の能力によるところが大きいと推察される。  

 

３－３－３ 注意事項  

①調査面からの注意事項として、評価の基礎とした 2006 年までの研修受講農家の  

データは、研修後に 2 作～3 作を実施した段階を対象としていたことがあげられ  

る。フィルライスでは 2 作ごとに種子更新を推奨していることから、2 作～3 作の

段階ではたとえ更新しなくても配布種子の劣化が少ないので、高い収量が得られ

たことがいえる。後述の種子の更新に不安があることから、今後も高い収量を維

持できるとは限らない。  

②不安要素として配布種子の農家負担による更新があげられる。フィ国側評価者  

の聞き取りでは、多くの農家が研修後に野菜種子を購入していた。しかし、Impact 

Survey では、増加収入分から営農に支出する割合は平均で 13％（表 12 の Item-22

参照）しかなかったことから、種子の更新が懸念される。よって、種子の自家増
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殖技術の強化と ARMM ら政府機関からの支援を期待する提言を行った。  
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第４章 評価５項目の評価結果 

 

４－１ 妥当性 

 本プロジェクトはフィ国 ARMM 自治区の政策・ニーズ、日本国の援助方針等の点

において、現在なお高い妥当性を有していると判断される。  

 

４－１－１ ARMM 自治政府政策に対する整合性  

ARMM 自治政府の主要政策である「中期地域開発計画 2004-2010： ARMM 

Medium-Term Regional Development Plan 2004-2010」では、①平和構築、②経済成長

及び雇用創出、③社会開発及び貧困削減、④持続的環境管理、⑤インフラ整備、⑥

グッドガバナンスが同政府の優先的政策課題として掲げられている。  

このうち、特に②経済成長及び雇用創出においては、現在の農業セクターが直面

している低い生産性を解消し、コメやトウモロコシ及び商品作物の生産量を増大さ

せることが、経済成長に繋がる主要な戦略的アプローチとして重要視されている。 

さらに、ARMM 自治政府の開発方向性を示す「ARMM 地域エグゼクティブ・ア

ジェンダ：ARMM Regional Executive Agenda」及びそれに続く「開発インベストメ

ントプログラム 2006-2008: ARMM Development Investment Program 2006-2008」では、

より具体的に農業生産を向上させるための灌漑開発、農道開発などの優先プロジェ

クトが挙げられている。  

以上のことから、本プロジェクトが目指す農業技術力の向上は、ARMM 自治政府

が開発目標としている農業生産性の向上に直接貢献するものであり、本プロジェク

トは同自治区の政策に整合しているものと判断される。  

 

４－１－２ 国別事業実施計画との整合性  

  我が国の対フィ国別援助計画（2007 年 8 月時点案）においては、三つの優先項目  

 が設定されており、ミンダナオに対する支援はそのうちの一項目「ミンダナオにお

ける平和と安定」に向けた取り組みとして規定されている（その他は、「1．雇用機

会の創出に向けた持続的経済成長」、「2．貧困層の自立支援と生活環境改善」）。詳

細には、本プロジェクトは上記ミンダナオ支援のうちのサブ項目である「基礎的生

活条件の改善」の一分野として位置づけられている。  

  また、 JICA 国別事業実施計画においても、上記国別援助計画と符合したうえで、

①「雇用機会の創出に向けた持続的経済成長」、②「貧困削減」と並び、③「ミン

ダナオの平和と開発に向けた支援」を重点分野の一つとして位置づけており、この

点からも本プロジェクトは整合しているものと判断される。  

 

４－１－３ ターゲットグループの適切性  

（１）ターゲットグループ・ニーズとの整合性  

 本プロジェクトではターゲットグループとして、①農家と②AT が設定されてい  

る。  
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ARMM 自治区の農家はコメやトウモロコシ、キャッサバなどを主体とした農業

生産を営んでいるが、それら生産性は全国平均と比較してかなり低い状況にある  

（全国平均 3.2 トン /ha に比して 2.3 トン /ha）。  

これらの原因としては、長年にわたる治安問題（農村労働力の減少、住居・農

地の度重なる移転）や脆弱な農村インフラに加え、農家の技術力不足が主要な要

因として考えられていた。これまで対象地域の農家は技術支援を受ける機会が実

質上殆どなかったことから、農家の技術力向上、生産性向上へのニーズはプロジ

ェクト開始当初から非常に高く、現在もなお農家からのニーズは強く存在してい

る。  

一方、AT は全てが大学卒の学術的バックグラウンドこそ有しているものの、技  

術面での経験は比較的少なく、AT として入職後も多くの場合リフレッシュ・トレ

ーニングを受ける機会が少ないことが問題として認識されていた。そのため、AT

からは技術的なトレーニングの受講機会が強く望まれていた。  

 

以上の点から、本プロジェクトでは対象としている農家及び AT ともに、高い  

 トレーニングのニーズがあったことは明白であり、本プロジェクトはそれらニー

ズに応えるものとなっている。  

 

（２）ターゲットグループの人数・数量の適切性  

本プロジェクトでは表 13 のとおりのターゲットグループ人数が直接裨益者と  

なっている。これら裨益農民は ARMM 自治区の総農民数の約 3％程度に達するも

のと推定される。同自治区は、現在なお治安が不安定なために活動が制限されて

いる地域が多くあること、並びに、特に島嶼部では農家が広く分散しているため、

本プロジェクトが採用する FFSなどのデモファームの設置場所が限られることな

どを勘案すると、約 3％は決して小さい裨益対象ではなく、今後の広がりも考慮

した場合、十分に妥当な対象者数と考えられる。  

   また、州別の裨益者割合の視点からは、ミンダナオ本島のマギンダナオ州、ラ

ナオ・デル・スール州において母集団数が大きいため、おのずと割合数値が小さ

くなる一方、島嶼部は同様の理由から数値が大きくなっている。このように各州

間での割合は若干偏向しているが、ミンダナオ本島の 2 州が農業その他のプロジ

ェクト支援を享受する機会が比較的ある一方で、島嶼部は外部からの支援が殆ど

なく、貧困度も更に深刻である現状に鑑みると、これら割合の偏在も許容できる

範囲とみなすことが出来る 5。  

一方、AT は同自治区に約 500 人在籍するとされていることから、本プロジェク

トでは全体の約 60％の AT を網羅しており、極めて大きな効果があるものと推察

される。  

                                                        
5 ドナー支援とは別に、ARMM 自治区政府による予算配分の姿勢からも若干の差異があることがうかがえる。
ARMM Medium Term Agricultural  and Fishery Development Plan 2003-2006における農業開発計画予算 (開発計画
施行にかかる必要試算額 )においては、マギンダナオ： 8 億 900 万ペソ、ラナオ・デル・スール： 7 億 600 万
ペソに対して、バシラン： 4,200 万ペソ、スルー： 2 億 1,500 万ペソ、タウィタウィ： 1 億 9,000 万ペソが試
算されているに過ぎない（なお、同計画については、2006 年以降の中期計画はこれまで策定されていない）。  
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表 13：州別のターゲットグループ人数  

 州内農民数  対象農民 (予定含 ) 対象農民数（割合） 対象AT 
マギンダナオ  64,852 1,075 1.7％  88 
ラナオデルスール  36,969 875 2.4％  86 
バシラン  5,904 500 8.5％  43 
スルー  10,520 500 4.8％  39 
タウィタウィ  1,718 500 29.1％  44 
計  119,963 3,450 2.9％  300 
注：農民数は Rice Based Farmer を意味している可能性が高く、タウィタウィ州などに多く見られるキャッサ

バを主要作物としている農民は、本数値に算入されていないと考えられる（但し、本調査では農民の定

義は確認できていない）  

出所：フィルライス・ミッドサヤプ支所データ及び BAS 

 

４－１－４ プロジェクト実施機関の適切性 6  

フィルライスは 1985 年の設立以来、米にかかる研究・調査を中心としながら数多

くの実績を重ねてきた同国の代表的な農業研究機関である。また、フィルライスは

近年それら研究成果を農家に「プロモート（promote）する」目的のもと、展示圃場

の設立を中心としながら農家への技術普及活動にも注力している 7。  

そのため本プロジェクトでは、フィルライスが積み重ねてきた米にかかる研究・

技術の成果のみならず、普及活動に関する各種教訓も反映することが期待できる。 

また、フィルライスはその他関係機関との調整能力にも優れており、自組織では

賄いきれない野菜、畜産、養殖といった分野については、大学との連携を通して効

果的な補強を行なうなど、効率的な業務遂行のための調整に優れている点が特筆さ

れる。  

以上の点から、フィルライスは C/P 機関（プロジェクト実施機関）として適切な  

 組織と判断される。  

 

４－１－５ 日本国技術の優位性  

  本プロジェクトにおいては日本人専門家の投入を実施していないことから、日本

国技術の優位性を論じることは直裁的には不可能である。しかしながら、日本国が

これまでに得た数多くの農業技術普及プロジェクトからの教訓・経験を本件中間評

価調査や運営指導調査等の機会を利用して、プロジェクトに提言することは可能で

あり、事実既にプロジェクトで利用する調査フォーマットの改訂などもこれら提言

を通して行なわれてきた。この点からは、本プロジェクトにおいても日本国技術の

経験及び優位性は活用されてきたものと判断される。  

 
４－１－６ 他ドナーとの重複・補完関係  

  現在、本プロジェクト対象地域において、本プロジェクトと同様の形態を採用し

                                                        
6 本プロジェクトは日本人専門家の投入を行わず、フィルライスが JICA との契約に基づいてプロジェクト
の実施機関となっていることから、同組織は狭義での所謂 C/P 機関ではなく、プロジェクト実施機関として
見なされるものである。なお、プロジェクトでは、USM など大学や DAF-ARMM などを含んだ諸機関をカウ
ンターパート機関として見なしている（後述 4－ 3「効率性」の項参照）。  
7  フィルライスは農家への技術普及を組織のミッションの一つとして掲げている。但し、本来の農業技術普
及を担う機関（ Agricul tu ra l  Technology Ins t i tu te など）との混乱を避けるため、敢えて Extens ion ではなく 
Promotion という言葉を使用している。  
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た農業技術向上プロジェクトを展開しているドナーは存在しない。一部の地域で米

国 USAIDによる収穫後処理にかかる支援や EUによる農業生産支援が行なわれてい

るにとどまる 8。  

 

４－２ 有効性 

４－２－１ ロジェクト目標及び成果の達成  

本プロジェクトの目標は、「対象農家の営農方法が改善される」ことにある。  

これまでの本プロジェクトによる活動状況は良好であり、期待された所期の成果を

収めているものと判断される（指標によるプロジェクト目標及び成果達成について

は、前述「第 3 章：プロジェクトの実績」参照）。  

また、成果「1．農家が営農技術向上に必要な知識を習得する」及び「2．対象農

家への継続指導が実施される」の両面についても、これまで予定通りの進捗を見せ

ており、プロジェクト期間中に予定通りの成果が発現するものと予想される。  

なお、現行 PDM におけるプロジェクト目標並びに成果の各種指標は、それぞれ

の成果内容を必ずしも正確に反映していなかったことから、本中間評価調査におい

ては指標の改訂が行なわれたことを付記する。特に成果 2 については、AT の活動実

績をモニタリングすることとしたため、指標の視点が現行 PDM からは大きく変化

している。  

 

４－２－２ プロジェクト目標及び成果に係る貢献要因  

本プロジェクトの進捗過程において、プロジェクト目標及び成果の発現を促進し

てきた幾つかの貢献要因が考えられる。  

 

（１）農家・コミュニティー  

・野菜販売への市場アクセスが比較的容易であった。自己の菜園で収穫された野

菜は隣人への販売、仲買人、近隣都市部の市場への販売等、幾つかの販路が存

在しており、販売先の確保が大きな問題とならなかった。  

・Cooperator（Palayamanan・FFS 管理者）を中心として、参加者間に農民グルー

プとしての一体感が生じてきた。  

・一部の技術習得が早い /得手な農家は、他の参加農家から「AT」的な役割を期待  

されるようになっており、これら農家から他農家への技術指導も一部で垣間見

られるようになってきた。  

 

（２）AT 

・AT が自己の農業技術に自信を持つようになり、かつ自己の指導技術の成果が着  

                                                        
8 USAID の支援は Growth with Equity in Mindanao Program (GEM program)と呼称されており、1996 年から 2002
年までのフェーズ I を経て、現在フェーズ I I の終盤を迎えている。プログラムは中小規模のインフラ整備、
教育、ビジネス支援、ARMM 政府・政策立案支援、地方組織支援及び農村発展プログラム支援といった多分
野にわたる。また、 EU によるプロジェクト Suppor t  to  Agrar ian  Ref orm Communi t i es  in  Cen t ra l  Mindanao
（STARCM）Project は、2001 年から 2008 年までのプロジェクトであり、中部ミンダナオを主な対象地として
おり、本件対象地とは基本的に重複していない。  
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実に発現されてきていることで、AT 自身のモチベーションが高まっている。  

 

 （３）他プロジェクトからのインプット  

・フィルライスをカウンターパートとして現在実施されている TCP3 プロジェク  

 トによって、本件 AT に対する野菜研修が実施された。  

 

４－２－３ プロジェクト目標及び成果に係る阻害要因  

本プロジェクトのプロジェクト目標及び成果の発現を促進するにあたり、幾つか

の阻害要因が生じていたことが確認されている。  

 

（１）外的要因：インフラストラクチャー  

・道路インフラが脆弱であるため、特に雨季には AT が Palayamanan、FFS に予定  

 通りに到着できない。また、島嶼部では移動に要する船が予定どおりに運航し

ないことも多々ある。  

 

（２）外的要因：社会情勢  

・治安面において不安定な地域が依然として存在する。特にスルー州は治安が不  

 安定であるため、プロジェクトの進捗に影響が生じた。  

 

（３）内的要因：AT 

・一部の技術内容を指導するにあたり、自己の技術について不安を感じる AT が  

 依然として存在する。  

・AT が利用するバイクの燃料予算が制限されているため、AT の定期的なモニタ  

 リングに支障が生じている。  

 

４－３ 効率性 

 効率性については予定された投入の一部で変更が生じたものの、中間評価の現時点

まで成果の発現に対して大きな影響は生じておらず、効率性を十分に有したプロジェ

クト活動が展開されている。  

 
４－３－１ 日本国側投入  

本プロジェクトにおいては日本人専門家の人的投入はないものの、フィルライス

との長年にわたるプロジェクト技術協力経験及び現在実施中の TCP3 による直接・

間接的支援などを受けてきたことで、ARMM 自治区という限られた環境下において

も極力効率的な運営がなされてきたものと判断できる。  

 

（１）日本人専門家  

本プロジェクトにおいては日本人長期・短期専門家の投入は行われていない。  

 

（２）資機材  

23



  

本プロジェクトにおける供与資機材は、デモファームである Palayamanan 及び  

FFS の円滑な運営・指導に供する目的で、必要かつ最小限に選定されたものであ

る。現在もなお殆ど全ての資機材が有効利用されていることから、資機材の選定

及び成果発現への貢献度の両面から適切と判断される。  

資機材のメインテナンスについても、これまでのところ予算面、技術面、消耗

品購入にかかるロジスティック面においても、特段の問題は見られない。  

 

（３）研修  

本プロジェクトにおいては本邦研修、第三国研修は実施されていない。  

 

４－３－２ フィ国側投入  

（１）C/P の配置  

   本プロジェクトではプロジェクト実施に直接携わる人員を C/P としてみなして  

おり、それら所属先組織は複数にわたっている。人員の配置は表 14 のとおり。  

 

表 14：C/P の配置  

フィルライス・  
ミッドサヤプ  

ARMM自治区  
農業水産省  

計 
フィ
ルラ
イス  
本所  

支所  フ ィ ー  
ルド・ア
シスタン
ト  

ARMM 自 治 区
農 業 水 産 省
/ARMMIARC 

州農業担当
（PAO） /州
コーディネ
ーター  

地方政府
ユニット
（LGU）  

 

USM MSU

 

9 17 14 6 14 2 3 4 69

 

   このうち MSU については、同大学が種苗生産の一部を受け持つことでプロジ  

ェクト開始当初の計画では合意されていたが、実際にはプロジェクト開始当初に

トレーニングを一度受け入れた後は、本プロジェクトに参加していない。結果的

に必要な種苗は USM、ARMMIARCoyobi 及びその他民間会社等において調達でき

る体制となったが、プロジェクト開始後の当初 1-2 年間は、MSU の不参加による

影響が少なからず生じている 9。  

   但し、以上 MSU の点を除くと、フィ国側は本プロジェクトの円滑な実施のた  

  めに必要な人員をフィルライス本所、支所、フィールドに適切に配置しており、

高い効率性をもった活動を展開しているものと判断される。  

 

（２）施設／ローカルコスト負担  

本プロジェクトにおいてフィ国側が投入負担すべき施設建設は、Palayamanan 

及び FFS の設置場所を確保することにとどまる（建設費は日本側負担）。この点  

については、これまで計画どおりにフィルライス・ミッドサヤプ支所及び AT な  

                                                        
9 これまでの種苗供給は USM が全体の約 60％、ARMMIARC が約 20-30％、残り 10-20％を民間会社等に拠
っているものと推定されている。なお、USM については、現在農業省及びフィルライスとの協同プロジェク
ト（ Pagkain Para sa  Masa:  PPsM プロジェクト）が、本プロジェクトと並行して進められている。そのため、
種苗配布先のデータが両プロジェクト間で若干混乱しており、先方のデータ整理が求められる状況にある。  
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どを通して設置場所が確保され、建設が行なわれている（表 15 参照）。  

 

 表 15：Palayamanan 及び FFS 設置状況  

 2004 2005 2006 2007* 2008* 2009* 計  

Palayamanan 設置  4 4 8 5 - - 21 

FFS 設置  - 24 19 26 28 24 121 

注 1）： 2007 年から 2009 年は計画数  

注 2）：Palayamanan も FFS の一つの形態としてみなされている。そのため、PDM 上で記載されている数値

～ Palayamanan20 箇所、FFS138 箇所は、実際には Palayamanan20 箇所、FFS118 箇所となる（但し、実

際にはそれぞれ 1 箇所、 3 箇所余分に造成予定）。  

 

また、ローカルコスト負担についても、予定どおりのタイミングで拠出がなさ  

れており効率的なプロジェクト運営に貢献している。但し、本プロジェクトの場

合、フィルライスと JICA 事務所との間での契約業務となっていることから、精

算業務が非常に複雑となっており、両者に多大な労力を要する状況となっている。

フィルライス側の精算業務担当は本部においてプロジェクト全体をコーディネー

トする役割も担っており、精算業務への過度の労力負担はコーディネート関連の

業務にも少なからぬ支障を生じさせることも懸念される。以上のことから、これ

ら精算業務については可能な範囲での簡素化もしくは人員増などの対応を図るこ

とを考慮する必要がある。  

 

４－４ インパクト 

本プロジェクトにおいては次のインパクトの発現が多数確認されている。  

 

４－４－１ 上位目標達成の見込み  

上位目標：  「対象地域内の農民の生活水準が向上する」  

（指標）  1. （プロジェクト対象の 3,450 農家の）農業収入が増加する  

 

上位目標については、中間評価時点において既に多くの農家の農業収入が増加し

ていることが明らかとなっており、高い達成見込みがあるものと判断される。  

下表は 2007 年に実施された Impact Survey からの結果であるが、調査対象者の多  

くが収入向上を経験している。  

 

表 16：年間収入の変化（平均値：ペソ）  

 トレーニング  
参加前  

トレーニング  
参加後  

トレーニング参加前後の
増収率  

マギンダナオ  44,259 67,596 53% 

ラナオデルス
ール  

22,451 37,595 67% 

バシラン  30,996 45,030 45% 

スルー  48,107 64,310 34% 

タウィタウィ  32,286 43,176 34% 
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合計  35,620 51,541 47% 

出所： Impact Survey 2007 

 

これら収入の増加は多くの場合、野菜の販売による収入増である。野菜販売に  

ついては隣人への販売、仲買人への販売などが多いが、コタバトなど都市部に近い

地域では隣人同士で都市部の市場へ共同出荷を始めるなどの先進的な取り組みも

散見されている（ピカラガン村、シャリフ・カブンスアン州の例）。  

  上位目標達成の見込みについては、上記のとおり高い実現可能性が認められるが、

一方、現時点までは多くの農家が本プロジェクトで供与された無料 /優良種子を利用

してきたため、比較的容易に野菜生産が可能であったことは留意すべきである。今

後種子の供与が無くなってからは、現行のような野菜生産及び販売を継続できる農

家は減少する可能性も指摘される。  

 

４－４－２ 波及的インパクト  

  本プロジェクトではこれまで特に社会経済面において、多面的な波及インパクト

が生じている。  

 

（１）社会経済面  

 

１）平和構築  

本プロジェクトを通して、反政府組織の兵士が帰農する契機になっている例が  

 多数報告されている。一部では幹部クラスの兵士が帰農し、FFS の Cooperator（管

理者）となり、周辺参加農家のとりまとめを行なっている例も見られる。  

 

  ２）女性の参加・家庭内の栄養改善  

・本プロジェクトの活動は女性の積極的な参加に一つの重点を置いていた。特に、 

女性は野菜生産にかかる研修では男性に代わって参加する例が多く見られる。  

結果として、女性の野菜生産に対する興味の増大、ひいては家庭内での野菜消

費の増加にも貢献している。  

・家庭内の野菜消費の増大による栄養摂取バランスの向上が推察される。具体的  

な栄養バランスの向上にかかるデータこそ無いものの、聞き取り調査からは多  

くの農家で野菜を摂る頻度、量が増大したことが確認されている。  

 

３）成人教育  

対象地域の農家には読み書きの出来ない人々が多く見られたが、本プロジェク  

 トの活動を通して読み書きの能力が向上した例が見られる（実際に本プロジェク

ト内の活動では成人教育として、読み書きのための時間枠を設けている FFS もあ

る）。  

 

（２）技術面  
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１）農業生産性  

本プロジェクトによるトレーニングの結果、多くの農家のコメ生産性が向上し  

た。表 17 は、 Impact Survey (2007)の結果である。  

 

表 17：コメ生産性の変化範囲（トン /ha）  

 陸稲地域  天水地域  灌漑地域  
マギンダナオ  0.07-1.26 0.13-1.30 0.06-1.95 
ラナオデルスール 0.03-0.65 0.09-1.50 0.30-1.25 
バシラン  0.50-2.00 0.11-1.38 0.20-2.50 
スルー  0.05-0.65 0.21-0.75 0.13-0.46 
タウィタウィ  0.05-0.50 - - 
出所： Impact Survey 2007 

 

２）コミュニティ内農業普及  

野菜販売の成功例が評判を呼び、FFS 及び Palayamanan の参加農家の隣人で同  

  様の技術導入、野菜栽培を開始した例が多く見受けられる。隣人への波及の過程

において、農家から農家への普及形態（Farmers to Farmers Extension）も開始され

ている。  

 

（３）その他  

政策面においては、ARMM 自治区外の北コタバト州知事が本プロジェクトで採

用している Palayamanan、FFS による農業普及スキームの採用を開始した例が報告

されている。  

他方、組織面については ARMM 自治区農業省（AT を含む）及びフィルライス  

  等において、これまで特筆すべきインパクトは生じていない。また、本プロジェ  

 クトによる特筆すべきマイナスインパクトも生じていない。  

 
４－５ 自立発展性 

本件は、以下の理由から概ね高い自立発展性がみとめられるが、特に AT の活動促

進の側面において、一層の組織制度及び財政面における強化が必要である。  

 なお、本プロジェクトにおける自立発展性とは、「本件対象農家である 3,450 農家が

プロジェクト終了後も農業技術を継続的に導入・利用する」ことと定義している。つ

まり 3,450 農家を基点とした周辺農家への波及は本プロジェクトでの自立発展性の枠

内には考慮されていないことを付記する。  

 

４－５－１ 政策面  

  現在、ARMM 自治区においては「貧困緩和こそが平和構築・安定化への有効な手

段」とする考え方がスローガンとして掲げられている。このことからも明かなとお

り、貧困緩和に直接資する農業技術普及は現 ARMM 自治区政権のみならず次政権

においても、その重要性に変化は生じないものと予想される。  

また、フィルライスも同組織のミッションである「稲作を中心とした農業技術の
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プロモーション活動」を、同ミッドサヤプ支所を中心としながら今後も継続的に展

開する予定であり、本件対象農家についても直接 /間接的な支援が与えられるものと

期待できる。  

以上のことから、政策面においては中長期的視点からも十分な継続性を有してい

るものと判断される。  

 

４－５－２ 技術面  

（１）AT 

これまでの本プロジェクトの活動を通して多くの AT が、本プロジェクト導入

の技術等を習得してきた。一部の AT においては、米以外の分野における一部の

技術に不安を覚えている点も調査から明らかになっているが、本プロジェクトに

おける導入技術の多くは基本的な技術内容であることから、今後はプロジェクト

内で整理される技術マニュアルなどの利用を経ることで十分に対応可能と考えら

れる。  

  

（２）農家  

   フィルライス実施の Impact Survey 並びに本中間評価調査団による実地調査か

ら、多くの農家が既に習得技術を導入していることが明らかとなっている。導入

されていない技術の多くは技術面での理解不足に起因するのではなく、むしろ資

機材購入コストの側面に起因している例が大半である（ビニール・マルチング等）。 

   また、農家間での技術指導・伝達も一部で開始されていることなどから、AT

のみによるフォローアップに頼らずとも、一定範囲の技術的フォローアップは農

家同士で出来る素地も生まれてきている。  

   以上のことから、農家の技術面における自立発展性は比較的高いものと判断さ

れる。  

 

（３）その他：資機材  

   本プロジェクトにおいては、メインテナンスが困難な資機材は供与されていな

い。現時点まで、これら資機材が有効に利用されている状況からも類推できるよ

うに、今後も資機材の維持管理においては、技術面からの問題が生じることはほ

ぼないものと予想される。  

 

４－５－３ 財政面  

（１）ARMM 農業水産省  

   これまでの ARMM 農業水産省の予算は表 18 のとおりであるが、インフレ率を

考慮した場合、実質的な予算はほぼ横ばいとなっていることがわかる。同表から

は、これらのうち AT に関する予算を特定することは出来ないが、関係者からの

聞き取りでは AT にかかる活動費はほぼ一定であり、予算増を申請しているもの

の実現していないのが実情とのことである。  
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 表 18：ARMM 農業水産局予算（実績）：ペソ  

 2003 2004 2005 2006 2007（予定）

人件費  

（活動費含む）  

146,830 158,795 161,971 163,847 176,088

資機材維持管理費  56,546 56,546 56,546 59,546 92,392

設備費* 500 0 0 0 0

合計  203,876 215,341 218,517 223,393 268,480

注：施設の新規建築、増改築等の経費。2004 年から施設増改築に関する予算が充てられていない（但し、  

プロジェクトベースによる予算は存在する）  

出所：ARMM 農業水産省資料  

 

ARMM 自治区の予算の多くはフィ国政府からの実質的交付金であり、フィ国政  

  府の緊縮予算状況から判断するに当たり、ARMM 及び ARMM 農業水産省の予算

が今後急激に増加することは想定しがたい。つまり、本プロジェクトのように AT

の活動費を賄えるプロジェクトが存在しない場合、ARMM 農業水産省の独自予算

によって十分なフォローアップを実施できるかについては、困難が生じることが

予想される。  

 

（２）農家  

   本項では、本プロジェクトで導入した技術を継続しうるだけの支出を農家が確

保できるか否かが焦点となる。フィルライス実施の Impact Survey 結果からは、本

プロジェクトによって生じた収入増加分は、その多くが食料、衣類購入等に充て

がわれており、農業への再投資は限定的であったことが報告されている 10。対象

農家の多くが貧困層にあり、生活に困窮している事実に鑑みると、農業への再投

資に充てる予算が限定的になることは今後も予想される。  

   以上のことから、現時点における農家の財政的な自立発展性は若干低いものと

考えられるが、今後野菜販売などによって家計収入が増大した場合は、その進度

にあわせて自立発展性も徐々に高まることも期待できる。また、さらにこれまで

購入に頼ってきた各種の野菜種子が自己の農地で再生産できるようになった場合

には、その分の余剰資金によって財政的な自立発展性が高まることも合わせて期

待しうるであろう（一部の農家は研修参加以前から、野菜種子を市場で購入して

いたことが報告されている）。  

 

４－５－４ 組織面  

（１）ARMM 自治区農業水産省  

１）AT 

ARMM 自治区における AT は合計で約 500 人（同自治区所属及び州所属の両

                                                        
10 一例としては、ラナオ・デル・スール州では収入増分のうち、最大の支出先を衣類と回答した
人が 27％を占めており、続いて家屋増改築（19％）となっている。農業への支出を回答した例は
10％である。5 州全体としては農業への支出と回答した人が 14％となっている。  
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形態がある）おり、AT 一人当たりの普及対象者数は約 200-400 農家と推定され

ている 11。一般的な農業普及体制のマンパワーの観点からは、ほぼ十分な普及

員の人数を擁しているものと判断される。  

 

 ２）ARMMIARC その他  

同自治区農業省は農業研究機関としての ARMMIARC を設置、かつ各州にお

いても支所を設置するなど、組織体として総合的な体制を構築している。但し、

組織としてのフレームこそ構築されてはいるものの、ARMMIARC をはじめ人

材のキャパシティーは非常に限定的であり、その組織的なフレームが十分に活

かされているとは言えない状況である。特に、本プロジェクトの自立発展性の

視点からは、種子供給の役割をこれからも担う可能性が高い ARMMIARC につ

いて、技術力を有した人員を増加させることが、自立発展性を担保するうえで

必要と考えられる。  

 

（２）フィルライス：（参考）  

   フィルライス本所及びミッドサヤプ支所は、管理部門並びに技術部門ともに、  

 今後とも本プロジェクトの活動を「側面的に」支援するに当たって十分な組織体

制を有しているものと判断される。同組織は稲作を中心とした研究・普及を行な

う組織であるが、本プロジェクトで示したように野菜やその他技術においても必

要に応じて他組織とのコーディネーションを行なう柔軟性を有しており、自立発

展性を側面支援する重要な組織として認識される。以下、参考としてフィルライ

ス・ミッドサヤプ支所の支出内訳を記す。  

 

表 19：フィルライス・ミッドサヤプ支所の支出内訳 (ペソ ) 

 2002 2003 2004 2005 2006 

給与その他人件費  7,380,017 7,566,309 7,303,023 7,584,480 8,189,722
施設・資機材維持  
管理  

2,365,749 2,160,088 2,251,602 2,675,724 2,586,865

技術普及  249,728 1,050,000 993,727 985,673 796,186
調査研究  1,519,666 2,083,128 1,828,305 2,973,525 3,745,779
施 設 ・ 資 機 材 購

入・新設  
215,000 0 602,323 480,929 485,774

種苗生産  3,179,313 3,873,309 4,058,063 3,840,981 5,313,543
JICA プロジェク

ト関連支出  
0 1,355,500 2,828,207 5,812,297 9,169,202

その他プロジェク

ト支出  
27,430,436 79,730,754 89,903,515 12,196,651 9,641,440

合計  42,339,909 97,819,088 109,768,765 36,550,260 39,928,511
注： 2003 年、 2004 年はハイブリッド米促進のための特別プロジェクトがあったため支出が大きい  

出所：フィルライス・ミッドサヤプ支所資料  

                                                        
11 ARMM 自治区の農家数が各種データによって差異があることから、本項では一定範囲を持って
記述する。また、AT の人数については「妥当性」の項でも約 500 人として記載しているが、実際には Agriculturist
と AT が混在しているデータもあり、実際には 500 人以下である可能性もある。  
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 ４－５－５ 社会面 /その他  

  本プロジェクトはインパクトの項にあるように、早期かつ直接的な収入向上に繋

がっていることなどから、コミュニティーに広く受け入れられている。Palayamanan

及び FFS の活動はコミュニティーレベルでの平和構築にも直接・間接に貢献してお

り、社会的な受容性は非常に高く、今後の継続性においても、社会面からの問題は

少ないものと考えられる。  
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第５章 結論 

 

本プロジェクトは中間評価時点まで順調に進捗している。プロジェクト目標につい

ては、フィルライス実施の Impact Survey（2007）の結果から類推すると、コメ研修を

受講した 2,548 人の農家のうち、ほぼ 100％の農家が一つ以上のコメにかかる農業技

術を導入しているものと推測される。  

また、野菜にかかる農業技術についても同様に、1,738 農家のほぼ全てが一つ以上

の農業技術を導入していると考えられる。これまでの高い導入率から、本プロジェク

ト目標は今後も順調に進捗し、期間内にプロジェクト目標の指標は達成される可能性

が高い。  

 上位目標についても、研修を受けた後の農家収入は 5 州平均で 47％の増加を見せて

おり、本上位目標も今後達成される可能性が高い。  

以上のようなプロジェクト目標及び上位目標にむけた順調な進展は、平和構築の途

上にある ARMM 自治区において求められていた農家への「即時効果」（Quick Impact） 

を体現したものと評価される。  

成果 1 についても、ほぼ当初の予定通りにデモファームである Palayamanan、FFS が

造成され、各地において農家がコメ及び野菜に係る農業技術を習得している。  

また、成果 2 についても、研修受講後には全ての農家が家庭菜園を造成もしくは拡

大するなど、習得した農業技術を自己の農地に展開していることが確認されている。  

 

以上のことから、本プロジェクトは順調に進捗していると判断できる。今後のプロ

ジェクト期間に留意すべき点及び自立発展性を高めるための事項については、次項の

「提言」にて記載する。  
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第６章 提言 

 
６－１ プロジェクトの持続性確保に係る提言 

 本プロジェクトにおける持続性とは、3,450 戸の研修受講農家がプロジェクト終了

後も増収を維持することである。その面での技術的・組織的強化策として、次の提言

を行った。  

 

６－１－１ 技術的方策  

・農家による種子の自家増殖技術の強化研修を行う：  

 これは、経済的余裕がないために種子の購入による更新ができない農家に対し  

て、収量が少し低減しても種子劣化の緩和によって増収効果が持続できること

をねらって提言した。  

・普及教材の充実を図る：  

 これは教材の内容と量の両面での充実を提言している。内容の面からは、種子

の自家増殖技術の普及教材がないなど、必ずしも普及内容全部に対する教材が

整備されていないことから、プロジェクト終了後も AT による普及効果が持続

できるように、普及教材を充実する提言を行った。  

また、量的には、既存の普及教材を増刷して AT に配布し、現在は教材を使

い回している状況を改善するために提言を行った。  

・コスト効率の高い普及方法の導入を図る：  

現在は研修旅行・展示圃場設置など比較的高コストの普及方法が採用されてい

るが、プロジェクト終了後に JICA 支援がなくなっても普及が持続できるよう

に、この提言を行った。  

・低コスト代替技術の導入を図る：  

これは、農家に資金的余裕がなくまた材料が近隣の市場で入手できない場合を

想定して、農家が償還可能で利用しやすい低コスト技術を研修で教えることを

ねらったものである。Impact Survey で多くの農家が技術を採用しない理由とし

て高コストをあげたことから（表 12 の Item-13 参照）、この提言を行った。  

 

６－１－２ 組織的方策  

・農家への技術的・資金的支援を継続する方策を採用する：  

これは、ARMM と地方公共団体（Local Government Unit、LGU）によって、プ

ロジェクト終了後も技術的・資金的支援策が継続されることをねらった提言で

ある。   

・AT への技術支援継続のための枠組みを整備する：  

これは、フィルライスなどの研究機関が ARMM と地方公共団体を補助して、 

プロジェクト終了後も AT が継続的に技術支援を得られる枠組みが整備される

ことをねらった提言である。  
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６－２ モニタリング・評価に係る提言  

６－２－１ フィルライスに係る提言  

・プロジェクト期間中は、同じモニタリング・評価方法・フォーマット・報告方

法を用いる：  

これは、異なった時点で実施されたモニタリング・評価結果を積算・比較する

ために重要なことである。  

    ・プロジェクト期間中は同じ用語を用いる：  

これは、異なった時点の報告書、もしくは同じ報告書のなかでも稲作と野菜の

報告箇所で、同じ内容を示す英語に異なった用語が用いられていたことから、

提言を行った。   

・モニタリング項目の削減もしくはモニタリング様式の改善を図る：  

これは、ベースライン調査に長期を費やし、2005 年は調査したが分析ができず、

2006 年の分析も最近終了するなどの状況が生じたことから、提言を行った。  

これについてはさらに後述する。  

 

 ６－２－２ AT に係る提言  

・AT による定期的モニタリング・報告をシステム化する：  

これは、現在実施中もしくは過去に実施した FFS/Palayamanan での研修受講農

家に対して、AT によるフォローアップが実施されているにもかかわらず報告が

記録されていなかったことから提言を行った。  

・AT による前 FFS/Palayamanan 研修農家の組織的モニタリングに係る ARMM の  

 予算的支援策を整備する：  

これは、過去に FFS/Palayamanan で実施した研修受講農家の継続的モニタリン

グを可能にするために提言した。   

 

６－３ PDM の変更 

PDM は以下のとおり修正の必要があり、中間評価調査の結果に基づいて PDM の改

訂を提言し、 JCC において承認が得られた。  

６－３－１ プロジェクト目標の指標  

・ Impact Survey の結果、ARMM 自治区のキャパシティー及び治安状況等に加え、 

「高生産性稲作技術研究計画」TCP3 のプロジェクト目標指標（70％）を踏まえ

て、各州 70％に修正した。  

・今回の調査では一つでも稲作技術を採用したか否かで達成度を判定したが「少  

なくとも 3 つの稲作技術」、「少なくとも 1 つの野菜技術」と具体化した。  

また、 Impact Survey を含む事後調査の限界（研修参加者全員からの回答は不

可能）に鑑み、農家数（2,587 戸）は削除した。タウィタウィ州は稲作を実施

していないため、稲作の評価対象から除外した。  

 

６－３－２ プロジェクト目標、成果及び活動の論理的整合性の確保  

「成果 1 農家に対する研修」及び「成果 2 AT による農家に対する継続及びフ
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ォローアップ研修」となってるが、プロジェクトの実態と現行 PDM は論理的整

合性が取れていない（活動実施→成果実現→プロジェクト目標達成となっていな

い）。  

プロジェクト活動の順序に合わせて、「AT による継続研修」→「農家に対する  

研修」と成果の順番を変更するとともに、「AT に関する活動」と「農家に関する

活動」に再区分した。加えて、以下の修正を行った。  

  ・成果 2「AT による継続及びフォローアップ研修」とあるが、フォローアップ研  

  修は特段計画されておらず、AT 研修の主たる目的は FFS・Palayamanan での農

家研修の指導者育成であるため、フォローアップを削除（「活動 2-a 農家のニ

ーズに応じた実践的研修」となっているが、想定する活動は「農村女性に対す

る食品加工研修」のみで、同研修はフォローアップ研修ではない）。  

・Cooperative の組織化に対する研修は Farmers Association（農家組合）や組合を  

 組織化することではなく、Palayamanan や FFS での農家研修に農家を集めてい

くことにあり、これら研修の中に含めていくこととした。  

・モニタリング・評価、インフォメーションキャンペーンはいずれの成果にも含  

 まれていないため、それぞれ関連する成果に区分した。  

 

６－３－３ その他  

・PDM の通常の表現形態である受身形に修正。  

・成果指標 1 では「農家の知識・技術の取得」となっていたが、プレ・ポストテ  

 ストにて「知識・技術の取得」を調査することは困難であるため、研修実績を

以って指標とすることとした。  

・成果 2 の指標は「家庭菜園」を指標としていたが、成果 2 は「AT による継続研  

 修」であり、農家による実践を更に野菜に限定して評価指標とするのは不適切

であるため削除した。もう一つの成果 2 の指標は AT の役割を明確化するため  

「by AT」を加筆した。  

 

６－４ 終了時評価に係る Impact Survey の留意事項  

 この留意事項は、中間評価報告書ドラフトをフィルライス側と討議した後に、終了

時評価調査に係る次回の Impact Survey について検討した結果である。よって、記述し

たものとしてフィ国側へは伝えていない。  

 

６－４－１ サンプル（標本）数  

評価の基礎となる農家の調査法に関して、今後の終了時評価での実施についての

提言を行う。まず、統計理論に基づく調査であれば、第 1 に全対象農家を母集団と

して一定の有意率（一般的な社会調査では 95％有意）を想定してサンプル（標本）

数を決め、第 2 に乱数表を用いて母集団から必要なサンプル（標本）数を選択して

調査を行う。しかし、ミンダナオの治安状況と道路事情から、サンプルを選出して

も調査者が対象サンプル農家を個別訪問することは不可能に近い。よって現実は、

FFS/Palanayaman を実施した場所の農家（Cooperator）に研修受講者を招集してもら
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い、フィルライスの調査者が AT とともに召集場所に行って質問状調査を実施して

いる。よって、統計手法からは第 1 のサンプル（標本）数を確保することが課題と

なる。  

今回は Impact Survey 対象であるプロジェクト開始～2006 年までの稲作研修受講

農家 1,617 戸中の 868 戸（54％）、同期間の野菜研修受講農家 1,678 戸中の 1,081 戸  

（64％）のサンプルを収集調査した。これらの数は下記表に照合しても十分な数であ

る。  

 

表 20 母集団とサンプル（標本）数の関係（有意率 95％）  

母

集

団 

50 100 500 1000 2000 5000 10000 20000 50000 100000 1000000 

標

本

数 

45 81 218 279 323 358 371 378 382 384 385 

出所： 調査団作成  

 

 但し、今回の PDM 改訂でプロジェクト目標の評価指標を ”in each province”としたの

で、次回の終了時評価では母集団は province（州）ごとに設定せねばならない。その

結果、母集団の数は少なくなるために、調査せねばならないサンプル農家数が増える。

プロジェクト途中で province が分割されて新設されたシャリフ・カブンスアン州を除

き、今回の調査対象数の 2 倍が母集団数と仮定すると、最小のタウィ・タウィ州で 500

戸ほどが次回調査の対象である。その場合は上記表のように 218 戸の調査を実施せね

ばならないことになる。すなわち調査せねばならない農家数が増えるので、その分だ

け早期に調査を開始せねばならないと思われる。  

 

６－４－２ 調査の内容  

  2006 年度にフィルライスが実施した調査は PDM の評価指標が考慮されていなか

ったため、今年 2 月に JICA アジア地域支援事務所から派遣された広域企画調査員

が助言した結果、Impact Surveyの内容はかなり PDMを考慮したものに改善された。  

 しかし、第 2 章（2－3－2）「 Impact Survey の課題」で記述したように内容的にま

だ改善の余地が多い。加えて、調査項目（質問項目）数が多かったことが理由と思

われるが、分析に長期間を費やし、8 月に終了した現地調査結果が出たのは 10 月に

なってからであった。終了時評価ではサンプル（標本）数が増えるので、調査項目

数の削減もしくは調査方法の効率化が必要である。よって、上述の提言を中間評価

報告書に執筆した。  

  終了時評価での Impact Survey 改善の準備として、今回のフィ国側評価者の調査で

は Impact Survey フォームを改善したものを用いてもらった。そして、フィ国側評価

者から Impact Survey フォームとあわせて改善の助言をもらった（Annex 参照）。次

回の終了時評価に係る調査実施に当たっては、これら助言を考慮して調査フォーム
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の改善を図るべきである。  

 

６－４－３ ベースライン調査の再検討  

  フィルライスでは、農家研修実施中に調査員が訪問してベースライン調査を実施

している。これまで 2005 年と 2006 年のデータが収集された。しかし、本調査には

次のような問題がある。  

①調査項目が非常に多いため（500 項目以上と推定）、結果の整理に時間を要する。

2005 年の調査結果はデータ収集に問題があったため、再実施したが回答がわずか

しか収集できなかったことから、フィルライスは分析をあきらめた。2006 年の 8

月に実施された調査結果は分析されたが、結果が出たのは 2007 年後半になって

からである。  

②調査の整理法が Impact Survey と異なるために比較が難しい。  

③調査項目が多いことと、調査の整理法が Impact Survey と異なるため、ベースライ  

 ン調査から中間評価に引用できたのは農家プロファイルだけであった。  

④調査の集計ミスが散見された。  

⑤農民の研修参加者に欠席者がいたため、ベースライン調査でも参加者の 60％～

70％しか調査されていない。  

 

  以上のことから、JICA による評価調査の視点からは、ベースライン調査について

再検討を行い、終了時に向けては、ベースライン調査を割愛して時間を Impact 

Survey のほうに向けてもらった方が効率的と思料する。しかし、フィルライスから

は別の必要性から調査を実施していると想像されるので、JICA とフィルライスで調

整が必要と考える。  
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第７章 JCC における協議内容 

 
（１）ARMM 自治区における AT を巡る問題：  

AT のモニタリングに関する提言に関し、提言の妥当性は認めつつも、①終了済み

FFS／Palayamanan サイトへのモニタリング、②AT の活動に必要な経費（手当）の

問題について、セバスチャン氏より本問題は他の様々なプロジェクトの評価調査で

提言されてきたが、実施機関としては具体的な実施方法を含めて提言して欲しい旨

申し入れがなされ、モニタリングの回数等参加者から意見が出された。  

 

（２）プロジェクトの基本方針：  

以下の点が本プロジェクトの基本方針、焦点であり、その点を踏まえてプロジェ

クトを運営しなければ、プロジェクトは成功せず、多く実施されている政府・他ド

ナーの事業との差異もなく、効果的な連携ができない。  

１）貧困農家の家庭レベルの食糧安全保障  

Marketing & Entrepreneurship が課題となっているとの指摘（特に、野菜栽培）  

に対し、フィルライス所長セバスチャン氏より本件プロジェクトは家庭レベルの

食糧安全保障（Household Food Security）の改善であることを忘れてはならず、さ

らに商品作物として展開すべきかは農家が決定することで、プロジェクトの対象

範囲外であり、政府、少なくともフィルライスに比較優位・知見はない。最貧困

地域である ARMM 自治区を対象とすることの意義はそこにあり、 Impact Area と

して貧困世帯、紛争影響地域を対象としなければならない。  

２）農業技術  

他ドナーの支援と異なるところは、単に材料の提供等による生計向上活動支援

ではなく、農業技術を指導している点である。  

 

（３）キャッサバの栽培：  

タウィ・タウィ州及びスールー州では主食がキャッサバであり、支援が必要とさ

れているという報告がなされたところ、フィルライスとしてもリソースパーソンを

発掘しており、来年度何らかの支援を行う旨説明がなされた。  

 

（４）ミッドサヤプ宿泊施設：  

前次長のフィルライス訪問の際に宿泊施設の改築が認められたが、その後計画は

実現されるのか質問があった。JICA よりフィルライスとの間に意思疎通の齟齬があ

ったが、計画自体が認められたという認識ではないと説明したが、セバスチャン所

長より次長が確約したことであるため、別途確認したい旨の発言があった。  

 

（５）シャリフ・カブンスアン州の対応：  

マギンダナオ州から分割されたシャリフカブスアン州の対応については、現行予

算の範囲内で FFS/Palayamanan の州間の配分を検討する。  
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１．調査日程  

２．協議議事録（M/M）  

３．収集資料  

４．事前評価調査に関する資料  

５．質問状調査フォームに係る検討結果  
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